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１．はじめに 

 

近年、製造業や流通業を中心にサプライ・チェー

ン・マネジメントのコンセプトの導入が進み、企業は物

流の効率化を追求している。それに応えるように、物流

業者は拠点集約化の動きを見せている。こうした企業の

動向の背景としては、物流における規模の経済の存在が

その要因として挙げられる。この傾向は国内物流、国際

物流の双方に共通している。また宮下1）は、荷主とキャ

リア間のパートナーシップの進行が、輸送モードや積替

機能をまたぐ集中と所有の巨大化をもたらし、キャリア

におけるアライアンスの形成や、特定のハブへの積換貨

物の集中として現れている、としており、サプライ・チ

ェーンにおける企業間連携や積み替えの重要性について

指摘している。 

本研究は、社会全体としての物流費用最小化を図る

とともに、より現実に近い物流システムの再現を可能と

するために、物流における規模の経済および物流ネット

ワークにおける多層性を考慮した広域物流拠点配置モデ

ルを開発するとともにその解法を提案し、ケーススタデ

ィを通してモデルの有用性を確認することを目的とする。 

 

２．多層ネットワークと物流拠点についての考え方 

 

（１）物流拠点配置に関する従来研究 

地域間輸送の拠点となる広域物流拠点に関する研究

として、山田2）は物流拠点の配置と規模を同時に決定す

る手法を構築している。輸送費の面から立地問題を考察

した研究では、Cooper3）が総輸送費を最小とするような

複数施設配置を求めるために立地配分問題を定式化した

ものが先駆的とされている。以来、集配ターミナルの配

置選択行動を内包した、都市内の集配活動のモデル化に

関する研究4）や、宅配システムにおける広域物流拠点へ

の集荷費用の最小化を評価基準とした集配センターの配

置と輸送経路を決定するモデルを提案した研究5）がある。

また、家田ら6）は国際コンテナ貨物を対象に、積替えを

ノードではなくリンクで表現することで複雑な貨物流動

を再現している。同様な枠組みを取り入れた研究として、

石黒ら7）は物流量の変化に伴う規模の経済性による物流

費用の変化を明示的に組み込み、広域物流拠点の適正な

立地場所と規模を決定するモデルを提案している。 

以上の研究においては、集配に関しては詳述してい

るが、広域物流に関しては大規模ターミナルのみを拠点

として想定している点が共通している。物流拠点の適切

な立地などの効率的な物流システムを構築するためには、

物流拠点の階層構造を考慮することは必要不可欠である。

本研究はロジスティクス・ネットワーク設計問題におい

て従来重視されてこなかった，物流拠点における積み替

えを明示的に考慮している点が特長である． 

 

（２）輸送ネットワークの多層性 

苦瀬ら8）が定義する都市の物流システムを参考に、多

層的な集配構造を持つ物流の結節点施設とネットワーク

をまとめ、本研究におけるそれぞれの役割を述べる。 

a）物流の結節点施設 

都市内物流における結節点施設は、都市全体をカバ

ーする広域物流拠点、都市内の一定地区内の集配送拠点

となる都市内集配拠点、商品や物資の最終到達地となる

荷捌き施設の３種類に大別できる。 

広域物流拠点とは、大ロットで輸送される地域間物

流と、比較的中小規模のトラックにより輸送を行う都市

内物流との間の積替え機能を持った施設のことである。

代表的な施設には、港湾、空港、鉄道貨物操車場、トラ

ックターミナル、流通業務団地などがある。本研究にお

ける広域物流拠点は、地域間貨物輸送と都市内貨物輸送

との結節点となるトラックターミナルを想定し、これを

「上位物流拠点」と定義する。 

広域物流拠点から末端の荷捌き施設まで直接配送す

ると、距離や時間が長くなり、貨物車の積載率が低下す

ることによって輸送コストが増加することがある。この

ような場合は、都市内集配拠点の設置が必要となる。都
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市内集配拠点には、保管機能を持つ倉庫、集配送を行う

配送センター、流通加工を行う加工センター、最終届け

先への配送を受け持つデポなどがある。本研究における

都市内集配拠点は、上位拠点で地域間輸送された貨物を

地域内配送のために積替えを行う施設を想定し、これを

「下位物流拠点」と定義する。 

物流の発生集中場所は、住宅、工場、店舗、オフィ

スなど、至る所に存在する。本研究ではこれらを輸送貨

物の発生集中地点として「発着ノード」と定義する。 

b）物流ネットワーク 

物流結節点施設とそれらを結ぶリンクから構成され

る物流ネットワークは、その機能により広域物流ネット

ワーク、地区物流ネットワーク、端末物流ネットワーク

に分けられる。広域物流ネットワークは広域物流拠点を

発着する輸送ネットワークである。本研究ではこれを地

域間輸送のための上位物流拠点間のネットワークとして

位置づけ、「上位幹線輸送ネットワーク」と定義する。

また、下位物流拠点間ネットワークとして定義する「下

位幹線輸送ネットワーク」も、地域間輸送が可能である

とする。地区物流ネットワークは比較的小規模のトラッ

クで近距離輸送されるネットワークであり、本研究では

「直行輸送ネットワーク」と定義する。端末物流ネット

ワークは、都市内集配拠点と荷捌き施設を結ぶ集配送ネ

ットワークであり、本研究では発着ノードと同地域内の

拠点を結ぶ「域内輸送ネットワーク」と定義する。 

 

（３）物流費用における規模の経済性 

a）物流に関する諸費用 

物流費用は、大きく固定費と変動費に分類すること

ができる。固定費には減価償却費や固定人件費などが含

まれる。ターミナル等の物流施設では固定費の中でも施

設などの減価償却費が大きな割合を占め、トラック運送

業などでは固定人件費の割合が高い。いずれの場合にお

いても固定費は全物流費用の大部分を占めている7）。 

b）物流費用における規模の経済 

物流需要は季節変動、週間変動、日変動が大きいが、

顧客のニーズに対して的確に応えるためには、需要のピ

ークに合わせた施設整備が必要であり、流通センターや

トラックなどの稼働率は低くなりがちである。従って、

取扱量を増やし稼働率を上げるなど効率的な運用を行う

ことができれば、物流単価を大幅に低下させられる。 

機能が同じ物流拠点が複数ある場合には、拠点を集

約化することによって拠点の管理コストや業務人員数の

削減が可能である。さらに、製品の特性、業種や地域に

よっては業務提携や共同化が可能であり、これによって

拠点集約化と同様な効果が期待でき、いずれの場合にお

いても規模の経済が働きやすいといえる。 

 

３．モデルの定式化 

 

（１）前提条件 

a）輸送業者 

現実には複数の輸送業者が存在し、シェアも変動す

るものであるが、簡単化のために、単一の輸送企業が、

需要に対する全ての貨物を輸送することとする。適切な

公共による関与、あるいは適切な輸送の共同化が行われ

たとすると、この前提条件に近い状態となると考える。 

b）貨物特性 

業種や品目別の輸送ロットサイズは考慮せず、貨物

の総重量のみを考える。ある程度の集約化が進んだトラ

ック輸送においては、荷主の需要としてのロットサイズ

は意味を持たず、無視しても特に問題はない。 

c）輸送単位費用 

輸送にかかる単位距離あたりの輸送費を貨物車のサ

イズ（最大積載量）別に与えることで規模の経済を表現

する。具体的には、上位幹線輸送ネットワーク、下位幹

線輸送ネットワーク、直行輸送ネットワーク、域内輸送

ネットワークのそれぞれについて、地域によらず一定の

輸送単位費用を設定する。 

d）拠点 

上位物流拠点および下位物流拠点は、それぞれ各地

域に１つだけ立地できるものとし、拠点立地の候補地は

各地域の代表点とする。モデルの適用においては、物流

拠点がすべての地域に立地しているものとして計算を進

めるが、結果として取扱量が０となった場合には拠点は

立地しないものと見なす。 

e）単位積替費用 

物流拠点では取扱貨物量に応じて単位積替費用が変

化すると考え、拠点での規模の経済を明示的に表現する。 

f）ネットワークの階層性 

下位拠点で積替えを行った後に、下位輸送ネットワ

ークを通じて上位拠点に輸送された貨物のみが、上位拠

点での積替えを行えるものとする。 

 

（２）輸送ネットワークの構成 

本研究では、広域行政単位の地域間ネットワークを

対象とする。本モデルでの輸送ネットワークの特徴は、

①一般的な輸送ネットワークにおいては１つのノードと

して表現される物流拠点を、入荷と出荷のための２つの

ノードと、その間の積替えを表すリンクで表現している

点、②各地域に通過ノードを設定している点、③地域間

輸送を行えるネットワークとして上位幹線輸送ネットワ

ーク、下位幹線輸送ネットワーク、直行輸送ネットワー

クの３階層構造を想定している点の３点が挙げられる。 

全ての地域に発ノード、着ノード、３種類の通過ノ

ード、上位拠点と下位拠点それぞれの入荷ノードと出荷



ノードの計９ノードを設け、それらが適宜リンクで結ば

れている。図－１にネットワークの概要を示す。 

a）ノード 

発ノードは貨物の発生ノード、着ノードは貨物の集

中ノードである。上位幹線輸送ネットワーク、下位幹線

輸送ネットワーク、直行輸送ネットワークの各階層に対

応した３種類の通過ノードは、隣接しない地域間で効率

的な輸送が可能となるようにするための中継点である。

貨物の積替えを行う拠点の入荷ノードと出荷ノードは、

上位拠点と下位拠点にそれぞれ設けられている。 

b）リンク 

貨物の発生地点から同地域の下位拠点入荷ノードの

間と、下位拠点出荷ノードと同地域内にある貨物の集中

ノードとの間を結ぶリンクを域内輸送リンクとする。直

行輸送リンクは拠点間以外の地域間輸送を表現したリン

クである。幹線輸送リンクは拠点間を結ぶリンクである。 

費用関数などの設定を容易にするために、拠点にお

ける規模の違うトラック間の積替えを、距離を持たない

積替リンクとして表現している。このリンクでは規模の

経済が働く。また上位積替リンクと下位積替リンクがあ

り、費用関数はそれぞれ与えられる。 

 

（３）費用関数の定式化 

a）物流拠点費用 

物流費用（TC）は取扱量に依存しない固定費と、取

扱量に依存する変動費の和として表される（式(1)）。

これを取扱量で除することにより平均費用（式(2)）が

得られる。取扱量が増えるほど、単位あたりの費用が逓

減する。固定費の占める割合が大きければ大きいほど、

規模の経済が強く働くことになる。 

qCVCFTC ×+=           (1) 
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CF：固定費、 CV：単位変動費、 q：取扱量 

 

①固定費 

物流拠点の固定費の中には、管理施設や情報基盤な

ど、初期投資額が規模にあまり依存しない施設があるた

め、全体としては規模の経済が働く。これを式(3)、式

(4)のように定式化する。施設規模が大きくなるほど、

固定費の平均費用は小さくなる。ただしいくら規模が小

さくても最低限ある一定の施設が必要であるため、拠点

を運営する上で最低限必要な費用を基準固定費として与

え、ある最低取扱量までは固定費は一定であると考える。 
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CF (x)：固定費、CF1：基準固定費 

x：施設規模、q1：最低取扱量 

δ1（<１）：単位費用逓減に関するパラメータ 

 

②変動費 

変動費では人件費が大きな割合を占めるが、取扱量

が多ければ作業の効率化や共同化により人員を削減でき

るため、やはり規模の経済が働く。固定費の場合と同様

に、施設規模が大きくなるほど、単位変動費も小さくな

る。ただし、単位変動費がゼロになることはなく、ある

最低値に漸近するように定式化する。固定費と同様、あ

る一定の取扱量までは単位変動費は一定とする。 
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CV (x)：単位変動費、  CV1：基準単位変動費 

CVa：単位変動費（逓減項）、CVb：最低単位変動費 

δ2（<１）：単位費用逓減に関するパラメータ 

 

③平均拠点費用 

取扱量に対して常に適切な設備投資が行われる(x＝q)
と仮定すると、式(3)、式(4)、式(5)、式(6)、式(7)よ

り費用関数は次のように表される。 

)()()( 1qqqqCVqCFC >+= 　　・         (8) 

)( 111 qqqCVCFC <+= 　　・               (9) 

 これは、様々な施設規模に対応する費用曲線の包絡線

を結んだものである。この費用関数（式(8)、式(9)）を

取扱量で除することにより、平均費用関数（式(10) 、

式(11)）が得られる。 
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図－１ 輸送ネットワークの概要 



b）リンクごとの費用関数 

①積替リンクコスト 

積替リンクコスト(LCk)は、単位重量あたりの費用と

し、拠点種類毎に固定費と変動費の和で表すことができ

る。上位拠点と下位拠点では一つの拠点に対する規模あ

たりの従業者数も異なるため、規模の経済の働き方に違

いがあると考えられる。上位拠点は建設費などの固定費

は大きいが、取り扱う貨物の量が多いことで、規模の経

済性が高いと考えられる。一方、下位拠点は変動費の水

準が高く規模の経済性は低いと考えられる。このような

関係は模式的に図－２のように表される。両拠点におい

て費用関数の式体系は同じとするが、異なるパラメータ

を用いて上位拠点と下位拠点での積替リンクコストを式

(12)で表現する。 

( )

mbma
qq

m

m
kq

m

q
mm

k

CVCV
q

CFLC

m
mk

mm

mk

m

++

−
=

− ・

・・
1

1

2

11

11

log
1

δ
δδ

δ
       (12) 

km：上位積替拠点(m =1)，下位積替拠点(m =2) 
 

②輸送リンクコスト 

単位輸送コストにあたる輸送リンクコスト(LCij)は輸

送単位費用と(βh)と距離(dij)の積で表される(式(13))。 

ijhij dLC ×= β           (13) 

h：リンク種別(1：上位、2：下位、3：直行、4：域内) 

i,j：ノード 

 

（４）物流費用最小化問題の定式化 

前節の各費用の和を最小化することにより、総物流

費用の最小化が達成される。この問題は以下のように定

式化される。 

 

目的関数 

( )∑ ∑ −
=

∈mk m
q
m

q
mm

LINKji
m

mk

CFTCMin
, 11

11

),( log
1{.

1 δδ
δ
・

 

 ∑
∈

−

+
++

LINKji
ijhij

mb
k
ijma

k
ij

qq
m

dq
CVqCVq mmm

mk

),(

2

}{
}1

β
δ ・

  (14) 

制約条件 

rs
ksr

k
rs Qf =∑

,,
    (15) 

∑∑=
rs k

k
rs

k
ijrsij fq ,δ    (16) 

TC：総物流費用 
LINK：リンクとして設定されたijの組み合わせの集合 

rsQ ：rs間のOD貨物量 
k

rsf ：rs間のOD貨物量を輸送する際の経路kの貨物量 

ijq ：ij間のリンクの貨物量 
k

ijrs ,δ ：rs間のOD貨物量を輸送する際の経路kにリンクij

が含まれている場合に１、その他の場合に０ 
 

４．モデルの適用条件と解法 

 

（１）適用条件の設定 

a）対象地域 

近畿２府４県を対象として数値シミュレーションを

行う。兵庫県と大阪府については概ね区市郡単位、他府

県については広域行政圏を一地域として、近畿圏104 地

域、および近畿圏外の8地域間のネットワークを構築す

る（全ノード：952、全リンク：8,168）。図－３は対象

地域内に設けた代表点の位置を示す。単一の市や区を一

地域とした場合には、市役所または区役所を代表点とし

て定め、複数の市町村を含む地域においては、各地域に

おいて最も人口の多い行政区域の役所を代表点とする。 

b）使用データ 

隣接地域間の距離はゼンリン社製の電子地図帳によ

り求めた。OD貨物量は2000年の全国貨物純流動調査３日
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図－２ 上位・下位拠点での積替単位費用の関係 

 

 
図－３ 対象地域と代表点 



間調査から得られる品目毎の貨物流動量を用いる。 

c）設定条件 

貨物の輸送経路は総費用最小化となるように変化す

るが、与えたOD貨物量は変化しないものとする。 

共同化を行いやすいと考えられる、農水産品、軽工

業品、雑工業品の３品目を対象とする。対象とするOD貨

物の１日あたりの総輸送重量は、農水産品94,312ｔ、軽

工業品290,306ｔ、雑工業品120,550ｔである。 

貨物の発生・集中地点と同地域内の下位拠点間の短

距離輸送を表す域内輸送リンクと、地域間輸送を行うリ

ンクの中で最も輸送単位費用の高い直行輸送リンクは２

ｔ車、中距離トラックでの輸送を表現した下位輸送ネッ

トワーク上の幹線輸送間リンクは10ｔ車、広域物流拠点

間の長距離輸送である上位ネットワーク上の幹線輸送間

リンクは15ｔ車がそれぞれ用いられるものとする。 

d）費用関数パラメータの決定 

①積替リンクコストのパラメータ 

積替リンクコストのパラメータは、ヒアリングで得

たトラックターミナルの施設運営における費用や、既存

研究を参考にして推計する。トラックターミナルの施設

賃料は1,225円/㎡・月とする。貨物の積替えを行うバー

スは幅：3.25ｍ、長さ：43ｍ（路線車停留所：15ｍ、集

配車停留所：8ｍ、路線ホーム：20ｍ）と想定すると、

１日あたりのバース単位賃料は5,706円/バース・日とな

る。上位拠点と下位拠点の基準バース数をそれぞれ100

と20であると想定して、固定費を以下のように決定する。 

固定費(上位拠点)：CF1l=570,600円/日 

固定費(下位拠点)：CF2l=114,120円/日 

また既存研究3)における固定費と単位変動費の比率

（CF1：CV1＝500：1）を用いて単位変動費を以下のよ

うに推計する。 

単位変動費(上位拠点)：CV1=1,141円/t･日 

単位変動費(下位拠点)：CV2=428円/ t･日 

費用関数の低減項となる単位変動費、切片に相当す

る最低単位変動費の内訳については、下位拠点では最低

単位変動費が高く上位拠点では低いという関係を考慮し、

最低単位変動費を次のように設定する。 

最低単位変動費(上位拠点)：CV1b=100円/ t･日 

最低単位変動費(下位拠点)：CV2b=200円/ t･日 

したがって式（7）より、単位変動費の低減項は以下

のように求めることができる。 

単位変動費低減項(上位拠点)：CV1a =1,041円/ t･日 

単位変動費低減項(下位拠点)：CV2a =28円/ t･日 

②輸送単位費用パラメータ 

輸送単位費用は式(17)で表すことにより、以下のよ

うに算出した。資料9)のトラックの実勢運賃データより、

トラックサイズ別の実勢運賃を車種別運行費用（CTh）

として用いた。積載量（Lh）は各トラックの最大積載量

を与え、実車率（RVh）は68.6%10)を、積載率（RLh）は

平均積載率70%11)をすべての車種に対し一律に用いた。

具体的な数値も以下に示す。 

hhh

h
h RVRLL

CT
××

=β                    (17) 

βh：輸送単位費用 

h：リンク種別(1：上位、2：下位、3：直行、4：域内) 

CTh：運行費用、 Lh：積載量 

RLh：積載率、  RVh：実車率 

上位幹線輸送単位費用（15ｔ車）:β1＝50.9 kmt・円/  

下位幹線輸送単位費用（10ｔ車）:β2＝70.4 kmt・円/  

直行輸送単位費用（2ｔ車）:β3＝205.8 kmt・円/  

域内輸送単位費用（2ｔ車）:β4＝205.8 kmt・円/  

 

（２）ＯＤ貨物配分方法 

本問題は特定のリンクにおいて規模の経済を考えて

いるため、目的関数は凸関数ではなく、多数の局所解を

持つ。本研究で対象とする規模のネットワークにおいて

は、現実的な時間内に許容可能な解を得られる保証はな

い。そこで本研究では、ネットワーク交通量配分で広く

用いられている分割配分法を改良することにより輸送費

用最小化に基づく物流拠点の配置と規模について近似解

を求める。改良においては、物流拠点での積替費用を実

際よりも著しく低く設定して徐々に実際に近づけながら

繰り返し計算を行うこととした。これによりできるだけ

最適解に近い局所解を得ることができると考える。分割

配分法では各回の配分量が多い地域、すなわち多量の発

生集中貨物量がある地域に物流拠点が立地するバイアス

が生じると考えられる。逆に、地理的に有利であっても

自地域および近隣地域発着の貨物が少ない地域には物流

拠点は立地しにくい傾向がある。現実にも多量の発生集

中貨物量がある地域に物流拠点が多く立地していること

と、実際への適用から得られる知見として、すべての拠

点の再配置ではなく、現状の立地状況をある程度考慮し

た結果が得られることが望ましいことに鑑みると、上記

のバイアスは許容できるものと考える。 

通常の分割配分法では、各回の配分の貨物量が少な

いため、規模の経済を享受するだけの貨物量が拠点に集

まらず、明らかに高コストな解となる。そこで、拠点で

の費用の中で大きな割合を占める固定費を初期配分時に

は著しく低く設定し、一定の割合で固定費を高く更新し

ながら繰り返し計算を行う方法を提案する。この際、一

度配分が終了した段階で、各拠点で取扱われた貨物量を

次回更新された固定費を与えた費用関数に代入し、初期

積替単位費用として次回の分割配分で与え、前回の貨物

量より多く取扱われるまで一定であるとする。図－４は

積み替えの固定費分を第一回目には２の10乗分の１とし、



第二回目には２の９乗分の１、以降同様に固定費を各回

２倍にしながら繰り返した時の、各回（r）の取扱量と

単位積替費用の関係を表したものである。この場合は、

11回目の繰り返し配分の際に、当初設定した費用関数が

採用されることになる。 

 

５．広域物流拠点配置シミュレーション 

 

（１）解の検証 

繰り返し計算と費用関数の関係について考察する。

図－５は対象地域内に立地した上位と下位の拠点数と各

拠点の平均積換費用の推移を示したものであり、固定費

が積み上がる度に拠点数が減少していき、各拠点の平均

積換替費用は増加していることがわかる。同様に全ての

拠点での取扱貨物量の推移（図－６）を見ると、繰り返

し回数が増えるにつれて固定費が増幅することにより取

扱貨物量も減少している。この方法を用いることで、あ

る程度の貨物量が配分されないと物流拠点が利用されな

いという規模の経済の設定が抱える問題を解消すること

が可能となったと考えられる。 

次に、繰り返し11回目以降、与えた固定費に達した

後の挙動について見ていく。図－７は一回の配分あたり

に流す分割割合をn（％）として、分割割合別に繰り返

し計算の回数と総輸送費用との関係を表している。分割

割合が高いと一回の配分量が多いため11回目の総輸送費

用が高くそれに伴い、解の収束が遅いことがわかる。ま

た、分割割合が5％と小さい場合は一回の配分量が少な

いために規模の経済が働き難く、収束する総輸送費用が

高くなっている。分割割合に関係なく20回前後の繰り返

し以降は解が一定となっており、収束したとみなせる。

本研究よって得られる解は、必ずしも最適性が保証され

るものではないが、複雑な最適化問題に対して、少なく

とも受容可能な解を導き出すことができる。 

 

（２）数値シミュレーション結果と考察 

a）個別輸送 

表－１は対象３品目がそれぞれ個別に輸送されたケ

ースについて、物流拠点の立地数、拠点での取扱貨物量、

全OD貨物量に対しての拠点利用率、輸送にかかる総輸送

費用を示している。また、図－８は拠点立地の分布、図

－９は拠点における貨物取扱量を示している。 

いずれの品目も、上位拠点は立地せずに、拠点で取

扱われた貨物が全体の１割に満たない結果となっている。

農水産品と雑工業品については、１地域にのみ拠点が立

地しており、この拠点が近畿圏と近畿圏外との一部の長

距離輸送における広域物流拠点の働きをしている。軽工

業品については、下位拠点が神戸市東灘区、高砂市、東

大阪市、京都市というOD貨物量の多い地域を代表する４
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図－４ 費用関数と繰り返し回数との関係 
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図－５ 拠点数と各拠点の平均積替費用の推移 
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図－６ 拠点数と全拠点での取扱貨物量の推移 
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図－７ 分割割合別総輸送費用の推移 



地域に立地している。これは、農水産品や雑工業品より

OD貨物量が多いことから規模の経済が働きやすく、他の

２品目では地域間輸送貨物を１つの拠点が担っていたが、

軽工業品は拠点が担当するエリアが縮小し、拠点で積替

えるために遠回りする距離が短縮された効果もあると考

える。軽工業品は農水産品に比べて貨物量は３倍以上あ

るが総輸送費用は約２倍にとどまっていることからも、

規模の経済の効果が窺える。 

 

b）３品目による共同輸送 

３品目による共同輸送が行われるケースを想定し、

すべての品目が一括して輸送された場合の計算を行う。

表－２は３品目一括輸送のシミュレーション結果、図－

１０は拠点立地分布、図－１１は各拠点の貨物取扱量を

示している。品目毎の結果と異なり、上位拠点が利用さ

れ、拠点での取扱貨物量も比較的多くなっている。その

要因として最も大きいのは総OD貨物量の増加である。こ

れにより各方面に都市内集配拠点としての下位拠点が立

表－１ 拠点数・利用率・総費用（個別輸送） 
拠点数 利用率

上位拠点 0 0.0%
下位拠点 1 7.5%
総輸送費用
上位拠点 0 0.0%
下位拠点 4 9.3%
総輸送費用
上位拠点 0 0.0%
下位拠点 1 9.2%
総輸送費用

68.89億円輸送費用合計

雑工業品

軽工業品

農水産品
14.61億円

31.97億円

16.31億円
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図－８ 拠点立地分布（個別輸送） 
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図－９ 各拠点での貨物取扱量（個別輸送） 

表－２ 拠点数・利用率・総費用（共同輸送） 

拠点数 利用率
上位拠点 1 20.5%
下位拠点 6 32.7%

共同輸送

52.51億円総輸送費用  
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図－１０ 拠点立地分布（共同輸送） 
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図－１１ 各拠点での貨物取扱量（共同輸送） 
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図－１２ 拠点立地分布（現状） 

 



地し、近畿圏外との輸送貨物のほとんどの貨物を積替え

る広域物流拠点として東大阪市に上位拠点が立地するこ

とで、現実に近い都市の階層的物流体系での貨物輸送が

行われたことがわかる。輸送費用は品目毎の個別輸送で

は合計62.9億円だが、共同輸送を行うと52.5億円と、

17％の輸送費用削減効果が発生する。 

 

（３）現状再現性 

図－１２は、近畿圏内に立地する運輸・倉庫業の物

流拠点のうち敷地面積が5,000㎡以上ある190箇所の大規

模物流拠点を、本研究で対象とする地域単位での分布密

度を示している。３品目共同輸送での数値シミュレーシ

ョン結果である図－１０の拠点分布をこの実際の拠点分

布と比較すると、拠点が立地している東大阪市を中心に、

本モデルは概ね現実の拠点分布を再現できている。 

 

６．政策分析 

 

（１）政策分析の概要 

現在、京阪神都市圏を走る自動車の内約４割が貨物

車12）であり、それらが及ぼす負の影響は交通渋滞、排

出ガスによる環境負荷、交通事故など多岐に渡る。また、

周辺の土地利用と合致していない物流関連施設の立地に

よる道路混雑、騒音、振動等の環境問題や周辺生活道路

での交通安全の問題なども危惧されている。これらの問

題への対応として、「貨物車の走行を望ましい方向へ誘

導するための政策」や「物流施設の適正配置を進めるた

めの政策」の検討が必要である。 

貨物車の走行を望ましい方向へ誘導するため一案と

して、慢性的な交通渋滞の問題を抱える大阪市と神戸市、

両市を結ぶ幹線道路が走る尼崎市、西宮市、芦屋市につ

いて物流拠点の立地、並びに大型貨物車の走行を禁止と

する規制を行う政策を考える。 

さらに、貨物流動の発着地点で貨物量が多い地域に

物流拠点の立地誘導を行うことで、小型貨物車の走行台

数を減少させることに繋がると考え、近畿圏については

兵庫県南部と大阪湾に面する沿岸地域への物流拠点立地

誘導政策を考える。具体的には大阪湾に面する28地域へ

の立地誘導を行う。 

 

（２）政策分析の設定 

a）都市部の大型貨物車通行禁止政策 

交通渋滞緩和政策を表現するために、大阪市内全地

域、神戸市内全地域、尼崎市、西宮市、芦屋市の拠点発

着ノード（上位拠点・下位拠点の両方）に繋がるリンク

の容量を０とする。つまり拠点に繋がる道路を封鎖する

ことになり拠点で積替えを行うことが不可能となる結果、

拠点が立地しなくなる。さらに、上記の拠点立地禁止地

域の上位輸送通過と下位輸送通過ノードを含むリンクの

容量を０とすることで大型貨物車の走行も禁止する。 

b）沿岸部への物流拠点立地誘導政策 

物流拠点の大阪湾に面する沿岸地域への立地誘導を

行うために、拠点にかかる費用の一部を補助金によって

行政側が負担することを想定する。具体的には、対象と

なる沿岸地域に立地する物流拠点について、拠点費用の

中で大部分を占める固定費の半額を行政が補助するもの

とする。式(18)は行政が負担する補助金額を示す。 
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（３）政策評価 

a）都市部の大型貨物車通行禁止政策 

表－３は都市部の大型貨物車通行禁止政策の結果の

概要を示している。表－２で示した政策実施前の結果と

表－３ 拠点数・利用率・総費用（規制後） 

拠点数 利用率
交通渋滞 上位拠点 1 18.4%
緩和政策 下位拠点 5 31.6%

54.45億円
1.94億円

総輸送費用
社会的費用  
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図－１３ 拠点立地分布（規制後） 
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図－１４ 各拠点での貨物取扱量（規制後） 



比較すると、上位拠点と下位拠点の両方で拠点利用貨物

が減少し、下位拠点については立地した拠点の数が１つ

減って５つとなった。規制地域で大型貨物車が走行でき

なくなったことで小型車による貨物輸送が増加したこと

が原因である。総輸送費用についても1.94億円の増加し

ており、大型車による幹線輸送の減少を裏付けた結果と

なっている。 

図－１３、図－１４は政策実施後の物流拠点の立地

分布と各物流拠点の貨物取扱量を示したものである。政

策実施前に上位拠点と下位拠点が立地し広域物流拠点の

役割を担っていた東大阪市には上位拠点が立地せず、下

位拠点についても貨物の取扱量が大幅に減少する結果と

なった。一方、東大阪に代わって広域物流拠点が立地し

たのは、規制した地域の北部に位置する伊丹市である。

これは神戸-大阪間を走行していた大型車の幹線輸送ネ

ットワークが規制により北部にシフトし、中でも京阪神

からのアクセス性が高い伊丹市が広域物流拠点として適

していることが要因として挙げられる。 

そのほか規制によって影響があった地域は、政策前

に下位拠点が立地していた神戸市の東灘区と西区である。

東灘区の下位拠点で積替えが行われていた貨物は大阪市

周辺の貨物と同様に伊丹市で積替えが行われ、西区の下

位拠点で積替えが行われていた貨物は伊丹市と姫路市が

担うこととなったことが拠点で取扱った貨物量の変化か

ら推測できる。 

交通渋滞緩和政策として特定地域の拠点立地と大型

貨物車の走行規制を併せて行った場合、全体で２億円近

い物流費用増加をもたらすこともわかった。そのため、

このような政策をスムーズに行うためには運送業者やタ

ーミナル業者に対する助成も併せて検討する必要がある。 

b）沿岸部への物流拠点立地誘導政策 

表－４は物流拠点立地誘導政策の結果の概要を示し

ている。政策実施前の計算結果と比較すると、上位拠点

と下位拠点の両方で拠点利用貨物が増加し、下位拠点に

ついては立地した拠点数が６つから８つに増えている。

これは補助金によって、沿岸部に物流拠点が立地しやす

くなり、拠点で貨物を積替える負荷が低減したことが要

因に挙げられる。拠点を利用する貨物が増えた一方で総

物流費用は約4,400万円の増加となった。政策実施前と

比べて貨物車が沿岸地域の拠点に迂回する結果となり、

結果として費用が増加したものである。補助金の総額は

2.81億円であり、物流企業の負担は減少している。 

図－１５、図－１６は政策実施後の物流拠点の立地

分布と各物流拠点の貨物取扱量を示したものである。物

流拠点の立地分布を見ると、下位拠点については８地域

の内５地域が沿岸部であり、沿岸部への拠点誘導がなさ

れたことが伺える。政策実施前に上位拠点と下位拠点が

立地していた東大阪市は政策実施後には下位拠点さえも

立地しなくなり、代わって沿岸地域の大阪市西淀川区に

上位拠点が立地誘導されている。ただし、その西淀川区

には下位拠点は立地していない。これは誘導によってOD

貨物量の多い沿岸地域に立地した下位拠点で貨物が積替

えられたが、近畿圏外との輸送面では沿岸地域の中で西

淀川区が最も有利であったことが考えられる。大阪市西

淀川区に立地した上位拠点は今までのOD貨物量の多い地

域から選ばれた拠点ではなく、下位拠点の中心となる位

置であり、かつ近畿圏外のアクセス性の高さが大きな要

因となった広域物流拠点である。 

c）まとめ 

 政策実施によりいずれも総物流費用は増加する。これ

は、政策が物流費用最小化の構造を歪める働きを持つた

め、自明な結果である。しかし、政策実行の際には費用

便益分析が求められており、その際の費用が本モデルに

より得られたと考えれば、その意義は大きい。別途、政

策の便益を求めることにより、政策評価が可能となる。 

 

表－４ 拠点数・利用率・総費用（誘導後） 

拠点数 利用率
拠点立地 上位拠点 1 22.1%
誘導政策 下位拠点 8 35.6%

総輸送費用
社会的費用

52.96億円
0.44億円  

 

 

誘導地域
上位拠点
下位拠点

誘導地域
上位拠点
下位拠点

誘導地域
上位拠点
下位拠点

 
図－１５ 拠点立地分布（誘導後） 
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７．結論 

 

本研究では、規模の経済と多層的なネットワークを

考慮することにより現実に近い物流形態を表現した物流

拠点配置モデルを構築した。比較的簡便な分割配分法を

応用した解法の提案も行った。通常の分割配分法では一

回に配分される量が小さく、規模の経済が働き難いが、

提案した方法では費用を更新しながら配分を繰り返すこ

とにより、最適性は保障できないまでも受容可能な解を

求めることが可能であることを示した。 

数値シミュレーションではモデルの現状再現性も示

され、さらに品目の垣根を越えた共同輸送が、大きな物

流費用削減効果をもたらすことが示された。また、都市

物流で問題となっている交通渋滞を解消する方策として、

規制と誘導の２つの政策について分析を行い、規制や誘

導による拠点の立地の変化など、対象地域全体の貨物流

動に大きな影響を与える結果を得た。以上より、本モデ

ルが様々な物流政策に適用可能であることを確認した。 

貨物の配分方法については、依然として最良の方法

とは断言することは難しく、今後も最適解に向けた改良

を続ける必要がある。しかし、複雑な最適化問題に対し

て受容可能解を導く、本研究で構築した広域物流拠点配

置モデルは、現状再現を行えるだけではなく、適用範囲

は多岐にわたり、様々な物流政策分析に有益なモデルで

あると考えられる。 
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ネットワークの多層性を考慮した広域物流拠点配置モデルを構築した。また、規模の経済を考慮することで、

非凸性を持つ問題として定式化されたモデルを、分割配分の繰り返しによって解を求める方法を提案し、この

方法で受容可能解が導出されることも検証した。近畿地方における現状の貨物流動を再現した数値シミュレー

ションでは、共同化による効果を示したうえで、物流拠点配置計画において本研究で構築したモデルが有用で

あることを述べた。さらに、政策分析より、本モデルが様々な物流政策へ適用可能であることを示した。 
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